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養豚農業実態調査の実施

（一社）日本養豚協会（JPPA）は、「平成

27年度養豚農業実態調査（以下「本調査」と

いう）」を実施した。

養豚農業に関する基礎的な調査としては「平

成21年度養豚基礎調査（以下「21年度調査」

という）」以来の6年ぶりの調査である。本調

査は、養豚生産者の全体像をより正確に把握す

るために「21年度調査に回答していただいた

生産者」に「県養豚協会などの会員である生産

者」を加えた4154経営体（注）を対象とし、回

答が得られた1281経営体のうち廃業（389経

営体）および無効を除いた885経営体の回答

を集計した。

経営実態を見るため、経営形態、従業員数、

後継者の有無、種豚頭数、飼養頭数、肉豚出荷

状況、事故率のほか、今後の経営動向（意向）、

衛生レベル・防疫対策、豚肉の輸出、環境対策、

アニマルウェルフェアなどの実態・意識を調査

した。

今後の経営動向を中心に特徴的ないくつかの

項目について紹介したい。
（注）�　平成２７年８月１日現在。また、本調査は、原則、農場単位

で記入していただくこととしているが、大半が経営体単位での

記入となっており、本稿では便宜上「経営体」という表現にし

ている。「2015年農業センサス結果（平成27年2月1日現在）」

によると、販売目的の家畜を飼養している経営体数は3673経

営体、飼養頭数798万頭となっている。

　　　�　調査対象などが異なるため直接の比較はできないが、本調

査に回答いただいた生産者の飼養頭数合計は321万頭とセン

サス結果の約40％に当たる。　　　　　　　　　　　　　　�

　また、平成26年の肉豚の出荷頭数は約600万頭で全国のと

畜頭数約1620万頭（農林水産省「食肉流通統計」）の約37％

となっており、養豚農業の全体像をある程度、反映できてい

るのではないかと考えている。

経営の概況

調査対象の経営の概況を見ると表１の通りと

なっている。

回収率などが異なるため厳密な比較は出来な

いが21年度調査と比較すると、経営形態別で

は個人経営の割合が減少（60.1％→41.5％）、

会社などの事業体の割合が増加（34.9％

→53.4％）しており、経営タイプでは一貫経

営の割合が増加（80.2％→86.3％）、子取り

用雌豚頭数は200頭以上の階層の割合が増加

（23.1％→42.2％）、年間肉豚出荷頭数では

4000頭以上の階層の割合が増加（21.3％

→40.2％）が特徴となっている。

また、平均従業員数は増加（4.6人→8.1人）、

農場責任者（あるいは経営者）の平均年齢は

（57.5歳→56.4歳）で若干若返りがみられ、

30歳以上50歳未満の層の割合が増加（20.2％

→27.0％）している。

大規模農家、会社などの事業体へのシフトが

進むとともに若返りも徐々に図られつつあると

みられる。
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繁殖成績、事故率、出荷状況、
給与飼料の現況など
繁殖成績、肉豚の出荷状況などを見ると表2

の通りとなっている。

21年度調査と比較して見ると平均分娩率、

平均分娩回数を除き生産性の指標はおおむね向

上の方向を示している。

表２　繁殖成績、肉豚の出荷状況など
区　　　　分 21年度 27年度

種
雌
豚
の
繁
殖
成
績

平均哺乳開始頭数 10.3頭 11.0頭
平均離乳頭数 9.2頭 10.0頭
平均育成率 89.3% 89.9%
平均受胎率 88.1% 88.2%
平均分娩率 86.4% 86.0%
平均分娩回数 2.2回 2.2回

離乳後から出荷までの
通算事故率 9.6% 7.6%

肉
豚
の

出
荷
状
況

出荷日齢 192.9日齢 184.7日齢
出荷体重 113.5kg 114.1㎏
枝肉重量 73.7㎏ 74.8㎏
「上」物率 54.0% 54.3%

離乳から出荷までの通算事故率も、7.6％と

21年度の9.6％に比較して2.0ポイント低下し

ている。これを子取り用雌豚飼養頭数規模別に

見ると１～ 19頭の階層を除きいずれの階層も

低下している（図１）。

本調査では、事故率減少の理由の調査を実施

していないが、農場における人、資材、車両の

入退場、野生動物の侵入対策など衛生レベル・

防疫対策充実が図られている調査結果となって

おり、また、種豚改良、人工授精の導入増加、

衛生対策の充実などさまざまな事故率改善の取

り組みの成果と考えられる。

一方、生産コストに大きなウエイトを占める

飼料の使用状況（複数回答）を見ると、市販配

合飼料使用者の回答者数全体に対する使用割合

は21年度調査とほとんど変わりはないが

（92.4％→92.2％）、回答総数の使用割合は21

年度より増加（118.6％→131.4％）しており、

内訳をみると飼料用米の使用割合が増加

（2.6％→8.6％）、食物残さなどリサイクル飼

料の使用割合が増加（16.0％→20.0％）する

などコスト削減などの取り組みが進められてい

る（図２）。

しかしながら、飼料用米、リサイクル飼料な

どは十分利用されているとは言えず、調達ルー

トの多様化、調達材料の安定的確保、加工施設、

表１　養豚経営の概況

経営形態
個人経営 農事組合法人 有限会社など 株式会社 農協の直営農場 預託・契約農場 その他 平均従業員数

21年度 60.1% 2.8% 24.0% 8.1% 1.1% 2.4% 1.5% 4.6人
27年度 41.5% 5.0% 33.1% 15.3% 0.5% 2.1% 2.5% 8.1人

主な経営タイプ
一貫経営 繁殖経営 肥育経営

21年度 80.2% 11.5% 8.3%
27年度 86.3% 6.0% 7.7%

子取り用雌豚
頭数規模

1～ 19頭 20～ 49頭 50～ 99頭 100～ 199頭 200～ 499頭 500～ 999頭 1,000頭～
21年度 14.3% 18.6% 23.0% 20.9% 14.8% 5.0% 3.3%
27年度 8.7% 10.6% 20.1% 18.4% 24.2% 9.9% 8.1%

年間肉豚出荷
頭数規模

1～ 399頭 400～ 999頭 1,000 ～
1,999頭

2,000 ～
3,999頭

4,000 ～
9,999頭

10,000 ～
19,999頭

20,000頭～

21年度 19.3% 18.2% 22.0% 19.2% 14.7% 4.1% 2.5%
27年度 12.2% 10.3% 18.2% 19.1% 22.5% 9.1% 8.6%

農場責任者年齢
29歳以下 30～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 69歳 70歳以上 平均

21年度 0.9% 5.6% 14.6% 35.4% 29.7% 13.7% 57.5歳
27年度 0.5% 11.0% 16.0% 25.4% 37.2% 9.9% 56.4歳
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図１　子取り用雌豚飼養頭数規模別通算事故率

注：ラウンドの関係で合計が100%にならないものがある。
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加工賃、保管場所の確保、保管費用、給餌施設

の設備投資、肉質などの影響、補助金の継続不

安など多くの課題が報告されておりこれらを改

善しながら利用の拡大を進める必要がある。

今後の経営動向（意向）

今後の養豚生産者の経営動向を見ると全体の

28％が「経営を拡大する」としており、11％

が「経営を縮小する」としている。21年度調

査を見ると「経営を拡大する」が15％、「経営

を縮小する」16％となっており「経営を拡大

する」が大きく増加している（図３）。

これを、子取り用雌豚頭数規模別に今後の経

営動向を見ると、規模が大きくなるほど「経営

を拡大する」が多くなる傾向があり、「200〜

499頭」、「500〜999頭」の階層で40％を超

え、「1000頭以上」の階層は53.2％を占めて

いる。

一方、99頭以下の階層で「経営を縮小する」

割合は20％以上となっている（図４）。

また、後継者の有無について見ると、経営を

拡大すると回答した生産者のうち「後継者がい

る」が55.7％、「対象者はいるが決まっていな

い」が16.8％、「自分の年が若いので後継者は

考えていない」が18.3％となっており、「後継

者がいない、後継者は考えていない」が9.1％

とわずかとなっている。一方、経営を縮小する

意向のある生産者は「後継者がいない、後継者

は考えていない」が69％となっている。

「廃業したい」「廃業する計画がある」の理由

を見ると「後継者がいない」が42.5％を占め、

次いで「生産資材（飼料など）の高騰で儲から

ない」が17.5％となっている。

持続可能な経営を目指して

このように、今後の経営動向を見ると明るい

回答が多く見られるが、これは本調査が平成

25年度以降の枝肉価格の上昇により収益性が

向上した時期であったこと、また、ＴＰＰ交渉

の大筋合意前であったことに注意する必要があ

ろうと考える。一方、高齢化などにより縮小、

あるいは廃業を考えている生産者もいる。

26年6月に養豚農業振興法が成立し、養豚

農業は、豚肉の安定供給を通じて国民の食生活

の安定に貢献し、豚肉の処理や加工、流通、販

市販配合飼料 自家配合飼料 食物残さなど
リサイクル飼料

飼料用米 回答総数
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図２　種類別飼料の使用割合
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図３　今後の経営動向
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図４　今後の経営動向
（子取り用雌豚飼養頭数規模別）
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売などの裾野の広い関連産業を有しており、雇

用の維持・拡大などにより地域経済などに貢献

していることから振興に向けた取り組み推進が

行われている。

ＴＰＰ交渉大筋合意を受け養豚農業は、ます

ます国際的な競争力の強化が求められるととも

に、飼料の高騰、家畜の伝染性疾病の侵入など

のさまざまなリスク、さらに排せつ物などの処

理、水質などの環境対策、アニマルウェルフェ

アの進展など生産コスト増加要因も抱えてい

る。

六次産業化、輸出促進など生産だけにとらわ

れず新たな取り組みも行われているが、このよ

うな時期にこそ、地道な経営努力に加え行政の

支援も含めさまざまなリスクに対応できる準備

をすることが後継者の方々にも希望を与え、今

後の経営を継続していくうえで重要であると考

える。

（プロフィール）
1975年　東京農業大学農学部農学科卒、農林水産省入
省、（独）農林漁業信用基金、（一社）全国農協保証センター
を経て現職


